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日新火災のあゆみ

年　月 事　項
１９０８年 （明治４１年）　６月　帝国帆船海上保険株式会社として東京に設立

１９１０年 （明治４３年）　８月 社名を東洋海上保険株式会社と改称

１９２５年 （大正１４年）　１０月　社名を東洋海上火災保険株式会社と改称

１９４２年 （昭和１７年）　４月 東明火災海上保険株式会社を合併

１９４３年 （昭和１８年）　７月 豊国火災保険株式会社と福寿火災保険株式会社の両社と合併し、
     現在の日新火災海上保険株式会社と改称

１９４９年 （昭和２４年）　５月　東京証券取引所に株式を上場

１９５７年 （昭和３２年）　７月 日新実業株式会社（現 日新火災インシュアランスサービス株式会社）を設立

１９７０年 （昭和４５年）　４月　株式会社日新査定センター（後の日新火災損害調査株式会社）を設立

１９７８年 （昭和５３年）　７月 ＴＡＬＫクラブ（当社専業代理店ならびに代理店会による連合組織）発足

１９８３年 （昭和５８年）　２月 トークビルサービス株式会社（現 日新火災総合サービス株式会社）を設立

１９８８年 （昭和６３年）　１１月　日新情報システム開発株式会社を設立

１９９１年 （平成 ３年）　４月　日新総合サービス株式会社（現 日新火災総合サービス株式会社）を設立

１９９２年 （平成 ４年）　２月　東京本社・浦和本社（現 さいたま本社）の２本社体制スタート

１９９９年 （平成１１年）　１２月　東京本社を千代田区神田駿河台に移転

２０００年　（平成１２年）　４月 ユニバーサルリスクソリューション株式会社を設立

２００３年　（平成１５年）　３月 東京海上火災保険株式会社（現 東京海上日動火災保険株式会社）と業務提携・ 
　    資本提携

２００６年　（平成１８年）　９月 株式会社ミレアホールディングス（現 東京海上ホールディングス株式会社）との
     経営統合による完全子会社化（株式上場廃止）

２００７年　（平成１９年）　６月　日新総合サービス株式会社とトークビルサービス株式会社が合併し、
     日新火災総合サービス株式会社と改称

２０１１年 （平成２３年）　４月 日新火災損害調査株式会社を吸収合併

沿革
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2018年３月３１日現在、当社の発行可能株式総数は３８９，９５７千株、発行済株式総数は２１０，３２０千株です。なお、当社は、株式交換によ
り2006年９月３０日付で東京海上ホールディングス株式会社の完全子会社となっています。

基本事項
決　算　期　日	 毎年３月３１日
定時株主総会	 毎年４月１日から４ヵ月以内に開催
期末配当の基準日	 毎年３月３１日
公告掲載方法	 電子公告の方法により行います。ただし、事故その他やむを得ない事由により電子公告をすることができない場合は、
	 東京都において発行する日本経済新聞に掲載します。
	 （注）公告を掲載する当社ホームページ　https://www.nisshinfire.co.jp/
１単元の株式数	 １,０００株
株主名簿管理人	 なし
上場証券取引所	 なし

株主及び株式の状況

臨時株主総会
2018年4月1日付の臨時株主総会の決議事項は以下のとおりです。

決議事項	 取締役６名選任の件
本件は、原案どおり、承認可決されました。

第111期定時株主総会
第１11期定時株主総会の報告事項は以下のとおりです。（報告日  ： 20１8年6月21日）

報 告事 項	 ２０１7年度（２０１7年4月1日から２０１8年3月31日まで）事業報告、計算書類ならびに会計監査人および監査役会の
計算書類監査結果報告の件
上記について報告しました。

株式の状況
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大株主 （2018年3月31日現在）

（注）１,０００株未満は切り捨てて表示しています。

発行済株式総数及び資本金の額の推移

%千株
東京海上ホールディングス株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号

合　　　計

所有株式数所　在　地氏名または名称 発行済株式総数に対する
所有株式数の割合

２１０，３２０

２１０，３２０ １００．０

１００．０

千株 千株 千円千円
2001年３月３１日

2002年３月３１日

2005年３月３１日

2006年３月３１日

2007年３月３１日

2018年３月３１日

摘　要
増　減　数 残　高 増　減　数 残　高

資本金の額発行済株式総数年　月　日

利益による株式の消却
（2001年4月1日～2002年3月31日）

転換社債の株式への転換
（2004年4月1日～2005年3月31日）

転換社債の株式への転換
（2005年4月1日～2006年3月31日）

自己株式の消却
（2006年4月1日～2007年3月31日）

利益による株式の消却
（2000年4月1日～2001年3月31日）１５，６３４，６５２

１５，６３４，６５２

１５，６３５，１５２

２０，３８９，６４０

２０，３８９，６４０

２０，３８９，６４０

―

―

４９９

４，７５４，４８８

―

―

１９４，８０５

１８９，１５７

１８９，１５９

２１２，６９６

２１０，３２０

２１０，３２０

△１，９４２

△５，６４８

２

２３，５３７

△２，３７６

―

株式の状況
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組織図（2018年７月1日現在）
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　サービスセンターの表示は省略



コーポレートデータ

日新火災の現状 2018日新火災の現状 2018124

取 締 役 （2018年7月1日現在）

略 歴氏 名
（生年月日）役 名

村 島 雅 人
むら しま まさ と

（1960年３月２１日生）

当社入社
以後 営業推進部長を経て、
執行役員営業推進部長
執行役員経営企画部長
取締役執行役員経営企画部長
取締役常務執行役員経営企画部長
取締役常務執行役員
取締役社長（代表取締役）
取締役社長（代表取締役）改革推進本部長
取締役社長（代表取締役）（現職）

取締役社長
（代表取締役）

１９８２　年　４　月

２００８　年　６　月
２００９　年　４　月
　同 　年　６　月
２０１０　年　６　月
２０１１　年　４　月
２０１２　年　６　月
２０１３　年　４　月
２０１５　年　４　月

岡 本 隆 裕
おか もと たか ひろ

（１９６２年７月４日生）

当社入社
以後 経営企画部長を経て、
執行役員経営企画部長
執行役員人事総務部長
取締役常務執行役員人事総務部長
取締役常務執行役員
取締役（代表取締役）常務執行役員（現職）

１９８５　年　４　月

２０１３　年　６　月
２０１５　年　４　月
２０１６　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

平 松 　 均
ひら まつ ひとし

（１９６０年９月１９日生）

東京海上火災保険株式会社入社
東京海上日動火災保険株式会社執行役員関西営業第三部長
当社取締役常務執行役員事業推進本部長
当社取締役常務執行役員（現職）

１９８４　年　４　月
２０１５　年　４　月
２０１６　年　４　月
２０１８　年　４　月

坂 本 　 新
さか もと あらた

（１９６２年３月３日生）

当社入社
以後 経理部長を経て、
取締役執行役員経理部長
取締役執行役員人事総務部長
取締役常務執行役員（現職）

１９８５　年　４　月

２０１６　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

柿 木 一 宏
かき のき ひろかず

（１９６８年３月１６日生）

東京海上火災保険株式会社入社
東京海上日動火災保険株式会社関西営業第一部長
東京海上ホールディングス株式会社事業戦略部部長
東京海上ホールディングス株式会社事業戦略部長（現職）
当社取締役（現職）

１９９０　年　４　月
２０１４　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

取締役

代表取締役

取締役

取締役

織 山 　 晋
おり やま しん

（１９６６年１月２９日生）

当社入社
以後 経営企画部長を経て、
執行役員経営企画部長
取締役執行役員（現職）

１９９０　年　４　月

２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

取締役

役員の状況
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（2018年7月1日現在）監 査 役

伊 藤 武 志
い とう たけ し

（１９５９年４月１６日生）

坂 本 佳 観
さか もと よし み

（1953年9月5日生）

深 尾 邦 彦
ふか お くに ひこ

（1951年11月26日生）

略 歴氏 名
（生年月日）役 名

監査役
（常勤）

監査役
（常勤）

監査役

監査役

株式会社静岡銀行入行
同社コンプライアンス・リスク統括部長
同社理事浜松中央支店長
同社執行役員浜松営業部長
同社常務執行役員西部カンパニー長
静岡保険総合サービス株式会社代表取締役副社長
同社代表取締役社長
当社監査役（現職）

当社入社
以後 業務品質部推進役を経て、
監査役（常勤）（現職）

１９８２　年　４　月

２０１７　年　６　月

１９７７　年　４　月
２００３　年　６　月
２００５　年　６　月
２００７　年　４　月
２０１０　年　４　月
２０１３　年　６　月
２０１４　年　４　月
２０１７　年　６　月

１９７４　年　４　月
２００４　年　６　月
　同 　年　１０　月
２００６　年　６　月
２００８　年　６　月
２０１０　年　６　月
２０１１　年　６　月
２０１２　年　６　月
２０１６　年　６　月

東京海上火災保険株式会社入社
東京海上日動あんしん生命保険株式会社取締役
同社常務取締役
同社専務取締役
東京海上日動火災保険株式会社常務取締役
同社専務取締役
同社取締役副社長
同社常勤監査役
当社監査役（現職）

花 村 吉 昭
はな むら よし あき

（１９５８年１１月１９日生）

当社入社
以後 経営企画部長を経て、
取締役執行役員経営企画部長
取締役執行役員
取締役執行役員人事部長
取締役執行役員
取締役常務執行役員損害サービス本部長
取締役常務執行役員
取締役常務執行役員改革推進本部副本部長
取締役常務執行役員改革推進本部副本部長兼事業推進本部副本部長
取締役常務執行役員
顧問
監査役（常勤）（現職）

１９８１　年　４　月

２００８　年　６　月
２００９　年　４　月
　同 　年　６　月
２０１０　年　４　月
　同 　年　６　月
２０１１　年　４　月
２０１３　年　４　月
２０１４　年　４　月
２０１５　年　４　月
２０１６　年　４　月
　同 　年　６　月

（注）監査役 深尾邦彦および坂本佳観は、会社法第２条第１６号に定める社外監査役です。
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執 行 役 員 （2018年7月1日現在）

氏 名
（生年月日）役 名 略 歴

「取締役」の欄をご参照ください。社長 村 島 雅 人
むら しま まさ と

丸 尾 　 朗
まる お あきら

（１９６１年９月１０日生）
執行役員

執行役員

執行役員

執行役員

当社入社
以後 九州第1事業部長を経て、
執行役員九州第1事業部長
執行役員商品サービス部長
執行役員損害サービス企画部長
執行役員（現職）

１９８５　年　４　月

２０１３　年　６　月
２０１４　年　４　月
２０１５　年　４　月
２０１７　年　４　月

当社入社
以後 南東北事業部長を経て、
執行役員営業企画部長
執行役員事業推進部長（現職）

１９８６　年　４　月

２０１５　年　４　月
２０１８　年　４　月

当社入社
以後 東京事業部長を経て、
執行役員東京事業部長
執行役員
執行役員事業推進本部副本部長
執行役員（現職）

１９８６　年　４　月

２０１５　年　４　月
２０１６　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

当社入社
以後 西日本損害サービス業務部長を経て、
執行役員商品サービス部長
執行役員
執行役員経営企画部長（現職）

１９８６　年　４　月

２０１５　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

担 当

大 田 紀 之
おお た のり ゆき

（１９６１年５月９日生）

執行役員
当社入社
以後 北海道事業部長を経て、
執行役員静岡事業部長
執行役員（現職）

１９８４　年　４　月

２０１６　年　４　月
２０１８　年　４　月

真 原 樹 彦
ま はら みき ひこ

（１９６１年６月１９日生）

執行役員 「取締役」の欄をご参照ください。織 山 　 晋
おり やま しん

執行役員
東京海上火災保険株式会社入社
当社商品開発部担当部長
当社執行役員商品企画部長（現職）

１９９０　年　４　月
２０１４　年　４　月
２０１７　年　４　月

松 岡 正 人
まつ おか とまさ

（１９６５年４月１３日生）

権 平 憲 昭
ごん だいら のり あき

（１９６２年６月１３日生）

森 　 博 彦
もり ひろ ひこ

（１９６３年９月２５日生）

執行役員
当社入社
以後 安心サービス部長を経て、
執行役員安心サービス部長（現職）

１９８１　年　４　月

２０１８　年　４　月
久保田かおり
く ぼ た

（１９６２年８月５日生）

執行役員
当社入社
以後 九州第１事業部長を経て、
執行役員東京第２事業部長（現職）

１９８７　年　４　月

２０１８　年　４　月
板 東 和 彦
ばん どう かず ひこ

（１９６２年５月２１日生）

執行役員
当社入社
以後 中国事業部長を経て、
執行役員人事企画部長（現職）

１９８７　年　４　月

２０１８　年　４　月
天 野 正 和
あま の まさ かず

（１９６３年４月２４日生）

常務執行役員

当社入社
以後 関東第2事業部長を経て、
執行役員北海道事業部長
執行役員IT企画部長
常務執行役員IT企画部長（現職）

１９８７　年　５　月

２０１６　年　４　月
２０１７　年　４　月
２０１８　年　４　月

山 本 育 生
やま もと いく お

（１９６２年２月２５日生）

「取締役」の欄をご参照ください。常務執行役員 坂 本 　 新
さか もと あらた

常務執行役員 岡 本 隆 裕
おか もと たか ひろ

佐々木俊哉
さ さ き やとし

（１９６１年１２月２３日生）
常務執行役員

当社入社
以後 本店営業部長を経て、
執行役員神奈川事業部長
常務執行役員（現職）

１９８４　年　４　月

２０１４　年　４　月
２０１６　年　４　月

「取締役」の欄をご参照ください。

「取締役」の欄をご参照ください。

常務執行役員 平 松 　 均
ひら まつ ひとし

経営企画部、事業推進部、火新
損害サービス部

内部監査部、経理総務部、商品
企画部

東京第2事業部、神奈川事業部、
東海第１事業部、東海第2事業部

東京第1事業部、関東第２事業
部、九州第1事業部、九州第2事
業部、（内部監査部）

京滋事業部、関西第1事業部、
関西第2事業部、中国事業部、
四国事業部

リスク管理業務品質部、ビジネス
プロセス企画部、北海道事業部

IT企画部、（ビジネスプロセス企
画部）

人事企画部、関東第1事業部、
信越事業部、安心サービス部

北東北事業部、南東北事業部、
静岡事業部、北陸事業部

（注）担当欄の（　）は副担当です。

役員の状況
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従業員数等 （2018年3月31日現在）

従 業 員 数

平 均 年 齢

平 均 勤 務 年 数

平 均 年 間 給 与

２，２６０名

４４．８歳

１５．６年

６，１０１，３２０円

（注）1. 従業員数については、就業人員数を記載しています。
      2 .平均年間給与は、賞与および基準外賃金を含んでいます。

新規採用数の推移 （各年度とも4月1日現在）

（注）職種転換者および関連会社からの移籍者は除いています。

社員の採用と教育

福利厚生制度

社員の健康増進に向けた取り組み

　法律で定められている社会保険等の福利厚生制度のほか、以下の諸制度を実施しています。
・財形貯蓄制度　・持株会制度　・共済会　・各種保養施設　 ほか　　　

採用方針
　お客さまに最も身近で信頼されるリテール損害保険会社の実現を目指す当社では、地域に密着した代理店とともに高品質な
サービスを提供する独自のビジネスモデルを実践することができる人材を求め、積極的な採用活動を行っています。具体的には、
「コミュニケーションとリーダーシップを基盤に、プロとして成長し続ける人材」を求めています。
　採用にあたっては、基本的人権の尊重や就職の機会均等をすべての応募者に保障し、就職差別のない公平・明白な採用選考
を行うという観点から、「公正採用基本方針」を策定し、面接者への教育を実施しています。また、面接を重視し、一人ひとりの適性・
能力および意欲を見極めた採用を行っています。

社員育成体制
　「お客さま本位の安心と補償をお届けし、最も身近で信頼されるリテール損害保険会社を目指す」ことを経営理念に掲げた当社は、
その実現のために目指す人材像を「人に優しくコミュニケーション力の高い人材」「損害保険サービスのプロとなる人材」「けん引
力あるリーダー人材」と定め、真のお客さま本位を自らの業務を通じて実践できる社員の教育・研修・育成を体系的なプログラム
に基づき実施しています。
　新入社員に対しては、入社後２年以内に会社戦力として十分な技量を身につけることを目標に、教育・研修を実施しています。
　その後は、①階層別、②部門別、③職務別の各種研修のほか、ＯＪＴや自己啓発等、全社員に共通するプログラムを提供し、個々 
　に必要な知識や能力等に応じた教育・研修を実施しています。
　また、教育や研修だけでなく、採用・配置（人事異動）・評価（昇格）のすべてを人材育成の機会と位置付けて、人材育成の取り
組みを推進しています。

　当社の経営理念を実現するためには、「社員一人ひとりが心身ともに健康であり、個々の持てる能力を発揮することが不可欠である」
という考えのもと、社員の健康増進に向けた各種取り組みを実施しています。
　特に、メンタル不調者対策、生活習慣病対策、喫煙対策を重点施策として掲げ、各種取り組みの実施にあたっては「経営者トップを
責任者とするトップダウンの推進」「ライン管理職による職場の環境改善・快適化の推進」「日新火災健康保険組合との連携による推進」
「働く社員自らの健康意識向上による推進」を主体として進めます。
　また、今年度から始まった中期経営計画においても「社員の心身の健康と充実が、当社ならではの価値提供の第一歩」であるとして
おり、これからも社員全員の健康増進に積極的に取り組んでいきます。

合　計社員（地域型）社員（全国型・広域型）年　度

2014年度

2015年度

2016年度

2017年度

2018年度

２７名

３１名

２４名

３２名

26名

３２名

４５名

４８名

４７名

46名

５名

１４名

２４名

１５名

20名

従業員の状況
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主要な事業の内容および組織の構成

　当社グループは、持株会社である東京海上ホールディングス株式会社のもと、当社および子会社４社で構成され、損害保険事業
を営んでいます。2018年3月31日現在の事業系統図は以下のとおりです。
（1）損害保険事業および保険関連事業

損害保険事業を営んでいる会社は、当社です。
保険関連事業を営んでいる会社は、子会社であるユニバーサルリスクソリューション株式会社および日新火災インシュアランスサー
 ビス株式会社であり、それぞれリスクコンサルタント業務、保険募集代理業務等を主要事業としています。

（2）事務代行等関連事業
事務代行等関連事業を営んでいる会社は、子会社である日新火災総合サービス株式会社および日新情報システム開発株式会
社であり、それぞれ物流関係業務、システム設計業務等を主要事業としています。

企業集団の状況

（2018年3月31日現在）
［　事業系統図　］

保険関連事業

ユニバーサルリスクソリューション株式会社
日新火災インシュアランスサービス株式会社

事務代行等関連事業

日新火災総合サービス株式会社
日新情報システム開発株式会社

東京海上ホールディングス株式会社

日 新 火 災 海 上 保 険 株 式 会 社
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子会社

当社では、連結財務諸表を作成していません。

（2018年3月31日現在）

連結財務諸表

設立年月日 資本金 当社の議決権の
所有割合 主な事業内容本社所在地会 社 名

日新火災総合サービス
株式会社

日新情報システム開発
株式会社

日新火災インシュアランス
サービス株式会社

ユニバーサルリスク
ソリューション株式会社

２０

２０

１０

１０

１００

%
１００

１００

１００

東京都千代田区
神田駿河台２－３

埼玉県さいたま市
浦和区上木崎２－７－５

東京都千代田区
神田駿河台２－３

東京都千代田区
神田駿河台２－３

保険代理業

荷造・印刷・製本・集配業務、
付随設備保守管理業務等

プログラム作成、ソフトウエア開発

リスクコンサルタント業務

百万円

１９５７．　７．２４

１９８３．　２．　１

１９８８．１１．　１

２０００．　４．１１
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設備投資等の概要

　当期の設備投資は、主として、営業店舗の建物・設備等の維持改善を目的に実施しました。当期中の投資総額は8億30百万円
でした。

主要な設備の状況
（2018年3月31日現在）

（注）　１．上記「店名」は、本社または事業部ごとの区分によって記載し、「所属出先機関」以下の各計数は、同一の本社または事業部に属する支店、支社および営業所
等出先機関の合計を記載しています。

　2．上記はすべて営業用設備です。
3．上記のほか、主要な賃貸用設備として以下のものがあります。

※　1 　本店事業部、東京事業部、関東第1事業部を含む。
※ 2　関東第2事業部を含む。

（単位：百万円）

4．前記のほか、主要な社宅用・厚生用設備として以下のものがあります。

5．主要な設備のうち、リース契約によるものについては該当ありません。

（単位：百万円）

812
トークハイム日進
（さいたま市北区） 812３９７

８０４
　（　３，５２９）

設 備 名
帳　簿　価　額

土地（面積 m2） 建　物

人

従業員数所 　 属
出 先 機 関 土地（面積 m2） 建　　物 動　　産 リース資産

東 京 本 社

さ い た ま 本 社

信 越 事 業 部

神 奈 川 事 業 部

北 海 道 事 業 部

北 東 北 事 業 部
南 東 北 事 業 部

静 岡 事 業 部

東 海 第 1 事 業 部
東 海 第 2 事 業 部

北 陸 事 業 部

京 滋 事 業 部
関 西 第 1 事 業 部
関 西 第２事 業 部
中 国 事 業 部
四 国 事 業 部
九 州 第 1 事 業 部
九 州 第２事 業 部

店　名
帳　簿　価　額 （百万円）

店※１

※２

９

５

７

３

６

１２

４

９

３

３，４２５

１，２３７

１７１

１８３

０

６２５

８８

７８３

１５５

１４１

５８１

１２

１２

２４

３０

１２

４６

１１

－

－

－

－

－

－

－

－

－

５６１

２３０

９３

８４

９８

２０８

７７

２０３

６８

１０，５６２（　３，６０９）

３，０８５（　９，５２０）

２８１（　１，８２６）

０（　　　２０８）

０（　　　　０）

１，０２１（　２，５５４）

４（　　　１６６）

４６４（　２，１８３）

２８（　　　１２１）

２３

１１

２９５（　１，２３１）

３１５（　１，６９０）

３８１ ７４

１４５ ４４

４４４

１９４

－

－

名 古 屋 ビ ル
（名古屋市中区）

設 備 名
帳　簿　価　額

土地（面積 m2）
１

（　　２１１） １９６

建　物

設備の状況
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か行
価格変動準備金
保険会社が保有する株式等の価格変動による損失に備えること
を目的とした準備金です。資産の一定割合を積み立て、株式等の
売買等による損失が利益を超える場合にその差額を取り崩します。

過失相殺
損害賠償額を算出するにあたり、被害者にも過失があった場合、そ
の過失の割合に応じて損害賠償額を減額することをいいます。

クーリングオフ
契約の取消請求権のことです。損害保険の場合には、保険業法の
定めにより、保険期間が1年を超える個人契約について、契約の申
込日からその日を含め8日以内であれば契約の解除ができる場合
があります。

契約者配当金
積立保険（貯蓄型保険）の積立保険料部分において、保険会社が
予定利率を超える運用益をあげた場合に、満期返れい金とあわせ
て保険会社から保険契約者に支払われる配当金をいいます。

契約の解除
保険契約者または保険会社の意思表示によって、契約の効力を将
来に向かって失わせることをいいます。

契約の失効
保険契約が効力を失い終了することをいいます。たとえば、保険金
支払の対象とならない事故によって保険の対象が滅失した場合には、
保険契約は失効します。

告知義務
保険契約を締結する際に、保険契約者は保険会社に対して重要
な事実を申し出なければならないという義務、また、重要な事項
について事実と異なることを申し出てはならないという義務のこ
とをいいます。

さ行
再調達価額
時価（額）に対する言葉で、保険の対象と同等の物を新たに建築ま
たは購入するために必要な金額をいいます。

再保険
保険会社が危険の分散を図るため、引き受けた保険契約上の保険
金支払責任の一部または全部をほかの保険会社に転嫁するため
の保険のことをいいます。

再保険料
保険上の責任をほかの保険会社に転嫁する際に、対価として支払
う保険料のことをいいます。

時価（額）
再調達価額から、経過年数や使用・消耗による減価分を差し引い
た金額のことをいいます。

事業費
保険会社が事業を行うための経費で、損害保険会計では「損害
調査費」、「営業費及び一般管理費」、「諸手数料及び集金費」を
総称したものです。

質権設定
火災保険等で、保険契約を締結した物件が災害に遭った場合の
保険金請求権を、被保険者が他人（質権者）に質入れすることを
いいます。

支払備金
決算日までに発生した保険事故で、保険金が未払いのものについて、
保険金支払のために積み立てる準備金のことをいいます。

責任準備金
将来の保険金支払等の保険契約上の保険会社が負う債務に対して、
あらかじめ積み立てておく準備金をいいます。これには、次年度以
降の債務のためにその分の保険期間に対応する保険料を積み立
てる「普通責任準備金」と、積立保険において、満期返れい金、契約
者配当金のお支払いに備えるための「払戻積立金」「契約者配当
準備金」および、異常な大災害に備えるための「異常危険準備金」
等の種類があります。

全損
保険の対象が完全に滅失した場合（火災保険であれば全焼・全壊）
や、修理・回収に要する費用が再調達価額または時価（額）を超える
ような場合をいいます。

損害てん補
保険事故によって生じた損害に対し、保険会社が保険金を支払う
ことをいいます。

損害保険大学課程
「損保一般試験」に合格した募集人がさらにステップアップを目指
す仕組みとして、「損害保険大学課程」（以下「本過程」といいます）
を実施しています。本過程では、保険商品に関する知識に加え、保
険募集に関連する深い専門知識や実践的な知識・業務スキルを
身に付け、お客さまに対しより良いコンサルティングを行えるよう
に「専門コース」と「コンサルティングコース」を設け、それぞれの
試験に合格した募集人のうち、所定の認定要件を満たした方を
一般社団法人日本損害保険協会が本過程の修了者として認定し
ます。

損害保険募集人一般試験
損害保険代理店ならびにその役員および使用人が保険募集に
あたり、保険契約の内容等について適切かつ十分な説明を行うた
めに必要となる募集品質の確保・向上を図ること、ならびに募集人
の保険募集に関する法令等の遵守および保険契約に関する知識
等の習得度の検証を目的として一般社団法人日本損害保険協
会が実施する試験制度のことをいいます。

損害保険用語の解説
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損害率
収入保険料に対する支払保険金の割合のことで、保険会社の経営
分析や保険料率の算定に用いられます。通常は、正味支払保険金に
損害調査費を加えて正味収入保険料で除した割合をさします。

そんぽＡＤＲセンター
保険業法に基づく金融庁長官の指定を受けた指定紛争解決機関
である一般社団法人日本損害保険協会が設置する損害保険会社
の営業活動に関する苦情や紛争対応を行う専任組織です。損害保
険会社に苦情解決依頼をするなど適正な解決に努めるとともに、
当事者間で解決がつかない場合には専門の知識や経験を有する
弁護士等が中立・公正な立場から紛争解決手続きを行います。

た行
大数の法則
サイコロを振ったときに1の目の出る確率は、振る回数を増やすほど
6分の1に近づいていきます。このように、ある独立的に起こる事象
について、それが大量に観察されれば、その事象の発生する確率が
一定値に近づくという法則のことです。たとえば、火災等の事故を
長年にわたって統計学的に調べると、その発生率を全体として予測
できることになります。保険料の算出のもととなる保険事故の発生
率は、この「大数の法則」に基づいて算出されています。

超過保険／一部保険
保険金額（契約金額）が保険価額（保険の対象であるものの実際
の価額）を超える保険のことを超過保険といい、超える部分は無
駄になります。また、保険価額よりも保険金額が少ない保険のこと
を一部保険といい、保険金額の保険価額に対する割合で保険金
が支払われます。

重複保険
同一の被保険利益について、保険期間の全部または一部を共通に
する複数の保険契約が存在する場合、また、複数の保険契約の保
険金額（契約金額）の合計額が保険価額（保険の対象であるもの
の実際の価額）を超えている場合をいいます。

通知義務
保険契約締結後、保険の対象を変更した場合等、契約内容に変更
が生じた場合に、保険契約者が保険会社に通知しなければならな
い義務のことをいいます。

積立勘定
積立保険（貯蓄型保険）において、その積立資産を他の資産と区分
して運用する仕組みのことです。

積立保険（貯蓄型保険）
火災保険・傷害保険等の補償機能のほかに貯蓄機能を持ちあわせ
た長期保険のことで、満期時には満期返れい金が支払われます。

な行
ノンフリート契約者
自らが所有・使用し、自動車保険契約を締結している自動車が9台
以下の契約者のことです。これに対し、10台以上の契約者をフリー
ト契約者といいます。

ノンフリート等級別料率
ノンフリート契約者の自動車に適用する無事故割引（割増）制度
です。事故の有無により翌年の継続契約の等級が決められ、そ
の等級に応じて保険料が割引（割増）されます。

は行
被保険者
保険事故が起こったとき、保険の補償を受ける人または保険の対
象となる人をいいます。

比例てん補
保険金額（契約金額）が保険価額（保険の対象であるものの実際
の価額）を下回っている一部保険の場合に、保険金額の保険価額
に対する割合に応じて保険金を削減して支払うことをいいます。

分損
保険の対象の一部に損害が生じた場合のことで、全損に至らない
損害をいいます。

保険価額
保険事故が発生した場合に、被保険者が被る可能性のある損害の
最高見積額をいいます。保険契約によって時価（額）または再調達
価額のいずれかを基準として評価します。

保険期間
保険の契約期間、すなわち保険会社が責任を負う期間をいいます。
この期間内に保険事故が発生した場合にのみ、保険会社は保険
金を支払います。ただし、特に約定がある場合を除き、保険期間
中であっても保険料が支払われていないときには保険会社の責
任は開始しないため、保険金は支払われません。

保険金
保険事故により損害が生じた場合に、保険会社が被保険者に支払
う金銭のことをいいます。

保険金額
保険契約において設定する契約金額をいいます。保険事故が発生
した場合に保険会社が支払う保険金の限度額のことで、その金額は、
保険会社と保険契約者との事前の契約によって定められます。

損害保険用語の解説
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保険契約者
自己の名前で保険会社に対し保険契約の申し込みをする人のことで、
契約が成立すれば保険料の支払義務を負います。ほとんどの場合、
保険契約者が同時に被保険者となりますが、他人を被保険者とす
る保険契約もあります。

保険契約準備金
保険契約に基づく保険金支払等の責任を果たすために保険会社
が決算期末に積み立てる準備金で、支払備金、責任準備金等があ
ります。

保険事故
保険契約において、保険会社がその事実の発生を条件として保険金
のお支払いを約束した偶然な事実をいいます。火災、交通事故、人の
死傷等がその例です。

保険証券
保険契約の成立およびその内容を証明するために、保険会社が作
成して保険契約者に交付する文書のことをいいます。

保険の対象
保険をつける対象のことで、自動車保険での自動車、火災保険で
の建物・家財等がこれにあたります。

保険引受利益
正味収入保険料等の保険引受収益から、保険金・損害調査費・満
期返れい金等の保険引受費用と保険引受に係る営業費及び一般
管理費を控除し、その他収支を加減したものであり、保険本業におけ
る最終的な損益を示すものです。なお、その他収支は自賠責保険等
に係る法人税相当額等です。

保険約款
保険会社が保険契約者と結ぶ保険契約の内容を定めたものです。
保険約款には、同一種類の保険契約のすべてに共通する契約内容
を定めた普通保険約款と、個々の契約において普通保険約款の規
定内容を補充・変更・排除する特別約款（特約）があります。

保険料
被保険者の被る危険を保険会社が負担する対価として、保険契約
者が保険会社に支払う金銭をいいます。

保険料控除制度
地震保険契約を締結し保険料を支払った場合に、その一定額が契
約者のその年の所得から差し引かれ、所得税と住民税の負担が軽
減される制度です。(損害保険料控除制度は廃止されましたが、経
過措置があります。）

保険料即収の原則
保険契約を締結すると同時に保険料の全額を領収しなければなら
ないという原則のことです。なお、保険料分割払契約等、特に約定が
ある場合にはこの原則は適用されません。

ま行
マリン／ノンマリン
マリンは海上保険を意味し、船舶保険・貨物保険・運送保険のこと
をいいます。ノンマリンはマリン以外の保険のことを意味し、火災保
険・自動車保険・傷害保険等が該当します。

満期返れい金
積立保険（貯蓄型保険）において、保険期間の満了まで契約が有
効に存続し、保険料全額の払い込みが完了している契約について、
満期時に保険会社が保険契約者に支払う金銭のことをいいます。
この金額は契約時に定められています。

免責
保険金が支払われない契約上の事由のことです。保険会社は、保
険事故が発生した場合には保険契約に基づいて保険金支払の義
務を負いますが、特定の事由が生じたときには例外としてその義
務を免れることになっています。たとえば、戦争その他変乱によっ
て生じた事故、保険契約者が自ら招いた事故、地震・噴火・津波等 
による事故があります。保険約款に「保険金を支払わない場合」等
として記載されています。

免責金額
自己負担額のことをいいます。一定金額以下の損害について、
保険契約者または被保険者が自己負担するものとして設定す
る金額のことで、免責金額を超える損害については、免責金額
を控除した金額を支払う方式と、損害額の全額を支払う方式と
があります。

元受保険
再保険に対応する用語で、ある保険契約について再保険契約がな
されているとき、再保険契約に対してそのある保険契約を元受保
険といいます。また、保険会社が個々の保険契約者と契約するす
べての保険をさす場合もあります。
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（2018年7月1日現在）

東京本社（本店） 〒１０１ー８３２９ 東京都千代田区神田駿河台２－３ （０３）３２９２ー８０００

さいたま本社 〒３３０ー９３１１ 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５

北海道事業部　 〒０６０ー０００３　 北海道札幌市中央区北三条西１－１－１（札幌ブリックキューブ4F）　　 （０１１）２４１ー１３１１

札幌第１サービス支店　 〒０６０ー０００３　 北海道札幌市中央区北三条西１－１－１（札幌ブリックキューブ4F）　〈営〉　（０１１）２４１ー１３１５      〈損〉　（０１１）２４１ー１３１３

札幌第２サービス支店　 〒０６０ー０００３　 北海道札幌市中央区北三条西１－１－１（札幌ブリックキューブ4F）　〈営〉　（０１１）２４１ー１３１６      〈損〉　（０１１）２４１ー１３４５

旭川サービス支店　 〒０７０ー００３４　 北海道旭川市４条通９－１７０４－１２（朝日生命旭川ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０１６６）２６ー４４３１
      〈損〉　（０１６６）２３ー２７３２

道東サービス支店　 〒０８５ー００１５　 北海道釧路市北大通１２－１－４（明治安田生命釧路第２ビル５F）　 〈営〉　（０１５４）２３ー８２５１
      〈損〉　（０１５４）２３ー８２６０

北東北事業部　 〒０２０ー００３４　 岩手県盛岡市盛岡駅前通１５－１９（フコク生命ビル２Ｆ）　 　 （０１９）６２３ー４３３０

盛岡サービス支店　 〒０２０ー００３４　 岩手県盛岡市盛岡駅前通１５－１９（フコク生命ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０１９）６２３ー４３１６
      〈損〉　（０１９）６２３ー４３６８

岩手南サービス支店　 〒０２４ー００３２　 岩手県北上市川岸３－１０－２（東北永愛友商事ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０１９７）６５ー３８２１
      〈損〉　（０１９７）６５ー３８３３

青森サービス支店　 〒０３０ー０８６１　 青森県青森市長島２－１０－３（青森フコク生命ビル６Ｆ）　 〈営〉　（０１７）７７５ー１４６１
      〈損〉　（０１７）７７５ー１４６５

八戸サービス支店　 〒０３１ー００７２　 青森県八戸市城下４－５－９（日新火災八戸ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０１７８）４３ー１５６７
      〈損〉　（０１７８）４４ー５３０９

秋田サービス支店　 〒０１０ー０００１　 秋田県秋田市中通４－５－２（明治安田生命秋田第二ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０１８）８３７ー５２５５
      〈損〉　（０１８）８３７ー５２５４

南東北事業部　 〒９８０ー０８０４　 宮城県仙台市青葉区大町１ー４ー７（日新火災仙台ビル５Ｆ）　　 　 （０２２）２２７ー３１５３

仙台サービス支店　 〒９８０ー０８０４　 宮城県仙台市青葉区大町１－４－７（日新火災仙台ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２２）２６３ー５４６５
      〈損〉　（０２２）２２７ー２１３３

山形サービス支店　 〒９９０ー００２３　 山形県山形市松波１－８－１４（日新火災山形ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２３）６２２ー４００６
      〈損〉　（０２３）６２４ー２９００

酒田サービス支社　 〒９９８ー０８５３　 山形県酒田市みずほ２－１９－１　 　 〈営〉　（０２３４）２３ー５１０６
      〈損〉　（０２３４）２３ー５９６８

郡山サービス支店　 〒９６３ー８８７１　 福島県郡山市本町２－１－１２（日新火災郡山ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２４）９３２ー２２６６
      〈損〉　（０２４）９３２ー２２８０

福島サービス支店　 〒９６０ー８０３５　 福島県福島市本町５－５（殖産銀行フコク生命ビル７Ｆ）　 〈営〉　（０２４）５２６ー０２０５
      〈損〉　（０２４）５２２ー９８３１

いわきサービス支店　 〒９７０ー８０２６　 福島県いわき市平字大町７－１（平セントラルビル７Ｆ）　 〈営〉　（０２４６）２２ー１８８１
      〈損〉　（０２４６）２２ー１９５１

会津若松サービス支店　 〒９６５ー００４２　 福島県会津若松市大町２－１４－２４（山本中央ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２４２）２４ー５６６１
      〈損〉　（０２４２）２４ー５７９７

東京第1事業部　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　 　 （０３）５２８２ー５５４０

東京東サービス支店　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　　 　 〈営〉 （０３）５２８２ー５６５５
      〈損〉　（０３）５２８２ー５５６０

東京西サービス支店　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　　 　 〈営〉 （０３）５２８２ー５６５６
      〈損〉　（０３）５２８２ー５６６８

多摩サービス支店　 〒１９０ー００１２　 東京都立川市曙町２－２２－２２（ＴＢＫ立川ビル５Ｆ）　 〈営〉　（０４２）５２７ー７７７１
      〈損〉　（０４２）５２４ー０７１１

山梨サービス支店　 〒４００ー００３１　 山梨県甲府市丸の内１－１７－１０（東武穴水ビル９Ｆ）　 〈営〉　（０５５）２２８ー１２７７
      〈損〉　（０５５）２２８ー１２１８

店舗の一覧

●主な店舗を掲載しています。
●各店舗の営業時間は、9：00〜17：00（土日祝除く）です。
●電話番号横に記載している〈営〉、〈損〉の文字は、それぞれ「営業担当」、「損害サービス担当」を表しています。
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東京第2事業部　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　 　（０３）５２８２ー５５５５

公務金融サービス支店　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　　 〈営〉　（０３）５２８２ー５５４７
           〈損〉　（０３）５２８２ー５５４６

東京中央サービス支店　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　　 〈営〉　（０３）５２８２ー５５５０
           〈損〉　（０３）５２８２ー５６１１

東京南サービス支店　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　　 〈営〉　（０３）５２８２ー５６５７
           〈損〉　（０３）５２８２ー５６１２

関東第１事業部　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　 　（０３）５２８２ー５６３９

水戸サービス支店　 〒３１０ー０８０５　 茨城県水戸市中央１－１－７（日新火災水戸ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２９）２２１ー９１２５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２９）２２４ー０８２３

つくばサービス支店　 〒３０５ー００３１　 茨城県つくば市吾妻１－１２－９（セントラルビルつくば３０１）　 〈営〉　（０２９）８４４ー９１２５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２９）８４４ー９１３０

千葉北サービス支店　 〒２７７ー００１１　 千葉県柏市東上町２－２８（第１水戸屋ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０４）７１６３ー７４４３
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４）７１６３ー８２５６

千葉サービス支店　 〒２６０ー００２８　 千葉県千葉市中央区新町２４－９（千葉ウエストビル７Ｆ）　 〈営〉　（０４３）２４４ー０５２１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４３）２４４ー３１３０

宇都宮サービス支店　 〒３２０ー０８１５　 栃木県宇都宮市中河原町１－２４（日新火災宇都宮ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２８）６３５ー１５７１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２８）６３５ー１１８３

関東第２事業部　 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 　（０４８）８３４ー１４９８

埼玉新都心サービス支店　 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　 　 〈営〉　（０４８）８３４ー２２９５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４８）８３４ー１８３４

埼玉東サービス支店　 〒３４４ー００６７　 埼玉県春日部市中央１－１３－６（春日部フコク生命ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０４８）７６１ー６１８１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４８）７５５ー２８３６

埼玉北サービス支店　 〒３６０ー００４２　 埼玉県熊谷市本町２－４８（熊谷第一生命ビル７Ｆ）　 〈営〉　（０４８）５２３ー１３１３
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４８）５２３ー１２１５

埼玉西サービス支店　 〒３５０ー１１２３　 埼玉県川越市脇田本町１－２（山崎ビル８Ｆ）　　 〈営〉　（０４９）２４９ー５１１７
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４９）２４９ー５１２５

群馬サービス支店　 〒３７１ー００２３　 群馬県前橋市本町２－４－３（日新火災前橋ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０２７）２２４ー３６２２
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２７）２２４ー５０２１

太田サービス支店　 〒３７３ー０８５１　 群馬県太田市飯田町９４５（日新火災太田ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２７６）４５ー４６９１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２７６）４５ー４７０２

信越事業部　 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 　（０４８）８３４ー１４７９

長野サービス支店　 〒３８０ー０９０１　 長野県長野市居町４７（日新火災長野ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２６）２４４ー０２３２
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２６）２４４ー０４４２

松本サービス支店　 〒３９０ー０８７４　 長野県松本市大手２－１０－３（日新火災松本ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２６３）３３ー３２１０
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２６３）３３ー９７００

新潟サービス支店　 〒９５０ー００８７　 新潟県新潟市中央区東大通１－３－８（明治安田生命新潟駅前ビル２Ｆ）　〈営〉　（０２５）２４５ー０３２４　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２５）２４５ー０３４５

長岡サービス支店　 〒９４０ー００５２　 新潟県長岡市神田町２－１－６（日新火災長岡ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２５８）３２ー２２８５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２５８）３２ー２２９３

三条サービス支店　 〒９５５ー００６５　 新潟県三条市旭町２－１３－２３（日新火災三条ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０２５６）３３ー１０４５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０２５６）３２ー８１５９

神奈川事業部　 〒２３１ー０００７　 神奈川県横浜市中区弁天通５－７２（日新火災横浜ビル８Ｆ）　 　（０４５）６３３ー５２８０

横浜サービス支店　 〒２２１ー００５２　 神奈川県横浜市神奈川区栄町８－１（ポートサイドビル１Ｆ）　 〈営〉　（０４５）４６１ー２２２３
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４５）４６１ー２５２１

横浜中央サービス支店　 〒２３１ー０００７　 神奈川県横浜市中区弁天通５－７２（日新火災横浜ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０４５）６３３ー５２９１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（045）633ー5295

神奈川県央サービス支店　 〒２５２ー０３０３　 神奈川県相模原市南区相模大野７－１－６（相模大野第一生命ビル６Ｆ）　〈営〉　（０４２）７４９ー１９１２　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４２）７４９ー１９２１

湘南サービス支店　 〒２５４ー００３４　 神奈川県平塚市宝町３－１（平塚ＭＮビル９Ｆ）　 〈営〉　（０４６３）２１ー２１７６
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０４６３）２１ー６６５１
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静岡事業部　 〒４２０ー００３１　 静岡県静岡市葵区呉服町１－１－２（静岡呉服町スクエア９Ｆ）　 　（０５４）２５３ー３１０５

静岡サービス支店　 〒４２０ー００３１　 静岡県静岡市葵区呉服町１－１－２（静岡呉服町スクエア９Ｆ）　 〈営〉　（０５４）２５４ー８８６１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５４）２５４ー８８９６

藤枝サービス支店　 〒４２６ー００３４　 静岡県藤枝市駅前１－１５－１（マークス・ザ・タワー藤枝１０１）　 〈営〉　（０５４）６４５ー２２００
　 　　 　 　 　 〈損〉　（054）333ー9292

沼津サービス支店　 〒４１０ー０８０１　 静岡県沼津市大手町４－３－４５（アゴラ沼津６Ｆ）　 〈営〉　（０５５）９６２ー１３１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５５）９６２ー７０８６

富士サービス支店　 〒４１７ー００４５　 静岡県富士市錦町１－２－１（シンセアビル錦町６Ｆ）　 〈営〉　（０５４５）５２ー１５３２
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５４５）５１ー９７３１

浜松サービス支店　 〒４３０ー０９２８　 静岡県浜松市中区板屋町５２７（静岡不動産ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０５３）４５５ー４３１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５３）４５５ー４３９５

東海第１事業部　 〒４６０ー０００３　 愛知県名古屋市中区錦２－４－１１（日新火災名古屋ビル２Ｆ）　 　（０５２）２３１ー７６７６

名古屋第1サービス支店　 〒４６０ー０００３　 愛知県名古屋市中区錦２－４－１１（日新火災名古屋ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０５２）２３１ー１１１２
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５２）２３１ー１１１３

名古屋第2サービス支店　 〒４６０ー０００３　 愛知県名古屋市中区錦２－４－１１（日新火災名古屋ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０５２）２３１ー７８８２
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５２）２３１ー９２２６

三河サービス支店　 〒４４４ー００４４　 愛知県岡崎市康生通南２－５（日新火災岡崎ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５６４）２１ー１６０１
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５６４）２１ー１５７６

豊橋サービス支社 〒440-0881 愛知県豊橋市広小路3－45－2（豊橋第一生命ビルディング5F） 〈営〉 （0532）54ー3188
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５３２）５４ー３１８５

愛知北サービス支店　 〒４８６ー０８４４　 愛知県春日井市鳥居松町２－２６８（日新火災春日井ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５６８）８１ー８４００
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５６８）８１ー６９１１

一宮サービス支店　 〒４９１ー００４２　 愛知県一宮市松降１－２－１８（松降ビル２Ｆ）　　　 〈営〉　（０５８６）７２ー０１７８
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０５８６）７２ー０５１１

東海第２事業部　 〒４６０ー０００３　 愛知県名古屋市中区錦２－４－１１（日新火災名古屋ビル２Ｆ）　 　（０５２）２３１ー７５３１

岐阜サービス支店　 〒５００ー８０６９　 岐阜県岐阜市今小町２８（日新火災岐阜ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５８）２６４ー７２６１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５８）２６４ー８２３１

高山サービス支社　 〒５０６ー００２５　 岐阜県高山市天満町４－６４－８（第一ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５７７）３２ー１２７７
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５７７）３２ー５５０８

多治見サービス支店　 〒５０７ー００３４　 岐阜県多治見市豊岡町２－５７－２（日新火災多治見ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５７２）２２ー７２６８
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５７２）２５ー８６６１

三重サービス支店　 〒５１０ー００６８　 三重県四日市市三栄町２－１７（日新火災四日市ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０５９）３５１ー２４７７
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５９）３５１ー２９７７

三重中央サービス支店　 〒５１４ー００２８　 三重県津市東丸之内２２－１４（津フコク生命ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０５９）２２７ー５１８５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０５９）２２７ー６２３１

北陸事業部　 〒９２０ー０９８１　 石川県金沢市片町1－3－27(日新火災金沢ビル3F）　 　（０７６）２０３ー９００５

金沢サービス支店　 〒９２０ー０９８１　 石川県金沢市片町１－３－２７（日新火災金沢ビル4F）　 〈営〉　（０７６）２６３ー２１５０
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７６）２６３ー２１８０

福井サービス支店　 〒９１０ー０００５　 福井県福井市大手３－１４－９（商工中金Ｅ・Ｓ福井ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０７７６）２１ー０４０１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７７６）２７ー２８５１

富山サービス支店　 〒９３０ー０００４　 富山県富山市桜橋通り６－１１（富山フコク生命第２ビル3Ｆ）　 〈営〉　（０７６）４３３ー３５４５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７６）４３３ー３５５７

京滋事業部　 〒６００ー８００４　 京都府京都市下京区四条通寺町西入ル奈良物町３５８（日新火災京都ビル８Ｆ）　 　（０７５）２１１ー４５９１

京都サービス支店　 〒６００ー８００４　 京都府京都市下京区四条通寺町西入ル奈良物町３５８（日新火災京都ビル７Ｆ）　〈営〉　（０７５）２１１ー４５９２　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７５）２１１ー４５９４

福知山サービス支社　 〒６２０ー００５９　 京都府福知山市厚東町２０８（ＦＭーＥビル２Ｆ）　 〈営〉　（０７７３）２２ー６３２７
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７７３）２４ー６３９０

大津サービス支店　 〒５２０ー０８０６　 滋賀県大津市打出浜１３－４９（日新火災大津ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０７７）５２２ー４０７７
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７７）５２２ー４１７９

彦根サービス支店　 〒５２２ー００７３　 滋賀県彦根市旭町１－２４（田中ビル２ｎｄ５Ｆ）　 〈営〉　（０７４９）２２ー１８２６
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７４９）２３ー１９６０

店舗の一覧
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関西第１事業部　 〒５３０ー００１７　 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ）　 　（０６）６３１２ー９８２０

大阪第１サービス支店 〒５３０ー００１７ 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ） 〈営〉 （０６）６３１２ー9811　 　　 　 　 　 〈損〉　（06）6312ー9843

大阪第２サービス支店 〒５３０ー００１７ 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ） 〈営〉　（０６）６３１２ー９８２５　 　　 　 　 　 〈損〉　（06）6312ー9838

北大阪サービス支店　 〒５６７ー００３２　 大阪府茨木市西駅前町５－１（京都銀行茨木ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０７２）６２３ー６１４６
　 　　 　 　 　 〈損〉　（072）625ー3071

神戸サービス支店　 〒６５１ー００８６　 兵庫県神戸市中央区磯上通７－１－３０（三宮フコク生命ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０７８）２４２ー４９１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（078）242ー4930

姫路サービス支店　 〒６７０ー０９６５　 兵庫県姫路市東延末１－１（姫路NKビル１０Ｆ）　 〈営〉　（０７９）２８８ー５５８０
　 　　 　 　 　 〈損〉　（079）288ー5376

関西第２事業部　 〒５３０ー００１７　 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ）　 　（０６）６３１２ー９８０５

大阪東サービス支店　 〒５３０ー００１７　 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ）　〈営〉　（０６）６３１２ー９８３５　 　　 　 　 　 〈損〉　（０６）６３１２ー９８４６

南大阪サービス支店　 〒５９０ー００６３　 大阪府堺市堺区中安井町３－２－１３（堺フコク生命ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０７２）２３８ー１９８５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７２）２２２ー３８７３

和歌山サービス支店　 〒６４０ー８０４５　 和歌山県和歌山市ト半町３１（日新火災和歌山ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０７３）４２２ー１１３１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７３）４２２ー１１３４

田辺サービス支店　 〒６４６ー００４６　 和歌山県田辺市本町４９－３（田辺中央ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０７３９）２４ー１６２１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７３９）２４ー１６７１

奈良サービス支店　 〒６３４ー００７８　 奈良県橿原市八木町１－６－１（草楽ビル６Ｆ）　　 〈営〉　（０７４４）２３ー３６５０
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０７４４）２３ー３９８２

中国事業部　 〒７００ー０９０４　 岡山県岡山市北区柳町２－１０－２２（日新火災岡山ビル２Ｆ）　 　（０８６）２３５ー１５７５

広島サービス支店　 〒７３０ー００３６　 広島県広島市中区袋町３－１７（シシンヨービル６Ｆ）　 〈営〉　（０８２）２４７ー９２６２
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８２）２４７ー９２６５

福山サービス支店　 〒７２０ー００６４　 広島県福山市延広町１－２５（明治安田生命福山駅前ビル６Ｆ）　 〈営〉　（０８４）９２２ー２１２９
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８４）９２３ー４１０８

山口サービス支店　 〒７４７ー０８０９　 山口県防府市寿町２－１１（吉幸ビル１Ｆ）　 　 〈営〉　（０８３５）２５ー１７１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８３５）３８ー６２５０

岡山サービス支店　 〒７００ー０９０４　 岡山県岡山市北区柳町２－１０－２２（日新火災岡山ビル2F）　 〈営〉　（０８６）２２５ー０５４１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８６）２２４ー７９７６

島根サービス支店　 〒６９０ー０８８７　 島根県松江市殿町５１６（山陰鴻池ビル４Ｆ）　　 〈営〉　（０８５２）２２ー３５２５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８５２）２２ー３５７５

鳥取サービス支社　 〒６８０ー００３４　 鳥取県鳥取市元魚町２－１０５（アイシンビル２Ｆ）　 〈営〉　（０８５７）２３ー４６５１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０８５７）２１ー７４１５

四国事業部　 〒７６０ー００２５　 香川県高松市古新町８－１（高松スクエアビル8F）　 　（０８７）８５１ー００２６

高松サービス支店　 〒７６０ー００２５　 香川県高松市古新町８－１（高松スクエアビル8F）　 〈営〉　（０８７）８５１ー００３０
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０８７）８５１ー００３２

松山サービス支社　 〒７９０ー０００２　 愛媛県松山市二番町４－５－２（Ｒー２番町ビル５Ｆ）　 〈営〉　（０８９）９４１ー８２９８
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０８９）９３１ー６１１３

伊予三島サービス支店　 〒７９９ー０４１１　 愛媛県四国中央市下柏町７５－１（ロイヤルマンション柏１Ｆ）　 〈営〉　（０８９６）２４ー５３０６
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０８９６）２４ー５３２４

徳島サービス支社　 〒７７０ー０８３１　 徳島県徳島市寺島本町西１－７－１（徳島駅前171ビル４Ｆ）　 〈営〉　（０８８）６２２ー３７１１
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０８８）６２２ー３７１６

高知サービス支店　 〒７８０ー０８３４　 高知県高知市堺町２－２６（高知中央ビジネススクエア９Ｆ）　 〈営〉　（０８８）８２３ー４４８８
　 　　　　 　　 　　 　　 〈損〉　（０８８）８２３ー４４６９
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九州第１事業部　 〒８１２ー００２５　 福岡県福岡市博多区店屋町８－３０（博多フコク生命ビル７Ｆ）　 　 （０９２）２８１ー８１６２

福岡サービス支店　 〒８１２ー００２５　 福岡県福岡市博多区店屋町８－３０（博多フコク生命ビル８Ｆ）　 〈営〉　（０９２）２８１ー８１６１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９２）２８１ー８１６４

久留米サービス支店　 〒８３０ー００１８　 福岡県久留米市通町５－１８（日栄第２ビル2F）　 〈営〉　（０９４２）３５ー２８１９
　　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９４２）３３ー４４５０

佐賀サービス支社　 〒８４０ー０８０１　 佐賀県佐賀市駅前中央１－１０－３７（佐賀駅前センタービル8F）　 〈営〉　（０９５２）２２ー４７１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９５２）２２ー４１８１

北九州サービス支店　 〒８０２ー００６６　 福岡県北九州市小倉北区萩崎町１－４（日新火災小倉ビル１Ｆ）　 〈営〉　（０９３）９２３ー１５８１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９３）９２３ー１５９１

大分サービス支店　 〒８７０ー００２６　 大分県大分市金池町２－６－１５（ＥＭＥ大分駅前ビル３Ｆ）　 〈営〉　（０９７）５３５ー２１４３
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９７）５３５ー２１４１

九州第２事業部　 〒８１２ー００２５　 福岡県福岡市博多区店屋町８－３０（博多フコク生命ビル７Ｆ）　 　 （０９２）２８１ー８１７１

熊本サービス支店　 〒８６０ー０８４４　 熊本県熊本市中央区水道町１４－２７（ＫＡＤビル８Ｆ）　 〈営〉　（０９６）３２５ー７２１１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９６）３２５ー７１１５

鹿児島サービス支店　 〒８９０ー００６３　 鹿児島県鹿児島市鴨池２－１０－２０（日新火災鹿児島ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０９９）２５４ー１１１５
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９９）２５４ー２４４０

宮崎サービス支店　 〒８８０ー０８０５　 宮崎県宮崎市橘通東１－７－４（第１宮銀ビル５Ｆ）　 〈営〉　（０９８５）２４ー３８３３
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９８５）２４ー３８８３

長崎サービス支店　 〒８５０ー００３２　 長崎県長崎市興善町６－５（興善町イーストビル１Ｆ）　 〈営〉　（０９５）８２５ー４１３１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９５）８２５ー４１３５

佐世保サービス支店　 〒８５７ー０８０５　 長崎県佐世保市光月町４－１４（日新火災佐世保ビル２Ｆ）　 〈営〉　（０９５６）２３ー３１７１
　 　　 　 　 　 〈損〉　（０９５６）２３ー３２３０

　０１２０‐２５‐７４７４

　

サービス24  （受付時間 ２４時間３６５日）
事故受付、ロードサービスへの取り次ぎ等

日新火災テレフォンサービスセンター （受付時間 平日　９：００～２０：００　土日祝　９：００～１７：００）
自動車保険（ユーサイド）の契約内容変更、各種相談・問い合わせ等 ０１２０‐６１６‐８９８

安心サービス部　 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 （０４８）８３４ー１５３９
安心初期対応センター　 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　　 （０４８）８３４ー１５３９
安心お支払センター（車物チーム）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　　 （０４８）８３４ー２７３１
安心お支払センター（人傷チーム）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 （０４８）８３４ー１７７６
債権管理センター 〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 （０４８）８３４ー１７２３
自賠責損害サービスセンター　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 （０４８）８３４ー２５７７
カスタマーセンター（事故受付チーム）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　　 （０４８）８３４ー１３４８

火新損害サービス部　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 　 （０３）５２８２ー５５５７
損害サービス課　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 （０３）５２８２ー５５５７
医療保険サービスセンター　 〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 （０３）５２８２ー５６４７
東北火新サービスセンター　 〒９８０ー０８０４　 宮城県仙台市青葉区大町１－４－７（日新火災仙台ビル５Ｆ）　 （０２２）２２７ー２１３５
北海道火新サービスセンター　〒０６０ー０００３　 北海道札幌市中央区北三条西１－１－１（札幌ブリックキューブ4F）　 （０１１）２４１ー１３１４
傷害サービスセンター（第１Ｇ）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　 （０４８）８３４ー１１２４
傷害サービスセンター（第２Ｇ）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　 （０４８）８３４ー１１９２
傷害サービスセンター（第３Ｇ）　〒３３０ー９３１１　 埼玉県さいたま市浦和区上木崎２－７－５　 （０４８）８３４ー２３７１
首都圏火新サービスセンター　〒１０１ー８３２９　 東京都千代田区神田駿河台２－３　 （０３）５２８２ー５５５８
東海火新サービスセンター　 〒４６０ー０００３　 愛知県名古屋市中区錦２－４－１１（日新火災名古屋ビル２Ｆ）　 （０５２）２３１ー９２２５
西日本火新サービスセンター　〒５３０ー００１７　 大阪府大阪市北区角田町８－１（梅田阪急ビルオフィスタワー１９Ｆ）　 （０６）６３１２ー９８５０
九州火新サービスセンター　 〒８１２ー００２５　 福岡県福岡市博多区店屋町８－３０（博多フコク生命ビル７Ｆ）　 （０９２）２８１ー８１３６

店舗の一覧
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各店舗の一覧についてはP.134「店舗の一覧」をご覧ください。
※１ 部には、「事業部、安心サービス部、火新損害サービス部」の合計部数を表示しています。
※２ 当社では、各地のサービス支店・支社において、営業と損害サービスを一体化したサービスをお届けしています。

部※１・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２２
サービス支店・支社※2・・・・・・９7
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15
損害サービスセンター・・・・・・１1
事務所・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２

北海道
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１
サービス支店・支社・・・・・4
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・４
損害サービスセンター・・・１

東北
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
サービス支店・支社・・・・１２
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・２
損害サービスセンター・・・１

関東・甲信越
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８
サービス支店・支社・・・・２7
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・4
損害サービスセンター・・・・6

東海・北陸
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・４
サービス支店・支社・・・ 19
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・１
損害サービスセンター・・・１

関西
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・３
サービス支店・支社・・・・１４
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・１
損害サービスセンター・・・１

九州・沖縄
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
サービス支店・支社・・・・１０
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・１
事務所・・・・・・・・・・・・・・・１
損害サービスセンター・・・１

中国・四国
部・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２
サービス支店・支社・・・・１１
支社・・・・・・・・・・・・・・・・・２
事務所・・・・・・・・・・・・・・・１

店舗ネットワーク




